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１．趣旨 
 人口減少下においても力強い成長を実現させるためには、労働者一人ひとりの労働生産性

（※1）の向上を通じて「生産性革命」を図るとともに、「希望出生率 1.8」や「介護離職ゼ

ロ」を達成できるような誰もが安心して働き続けられる魅力ある職場づくり（雇用管理（※

2）の改善）を強力に推進する必要があります。 
 こうした労働生産性の向上と雇用確保・雇用環境の改善を両立させる企業・職場を表彰

（厚生労働大臣賞・職業安定局長賞）します。 
それとともに、優れた取組事例を収集し、広く啓発・普及していきます。  

 
   ※1：労働生産性とは、投入した労働量（例：従業員数、労働時間）とその結果、生産された産出量

（例：付加価値額）との比率（労働生産性＝産出量／労働投入量）です。 
 
付加価値額の測定方法は、複数ありますが、今回の表彰では簡易的に「人件費+減価償却費+営業利益」 
を付加価値（応募用紙 p.8 参照）としました。 

 
   ※2：雇用管理とは、働きやすい、働きがいのある職場を実現し、働く人たちの生産性を高めるための 
  人事施策です。採用・配置・人材育成、評価・処遇、ダイバーシティ推進、安全衛生、健康管理、福 

利厚生、労使コミュニケーション等、多岐にわたります。 
 
２．応募対象 
 労働者一人ひとりの労働生産性向上の取組が図られていることと同時に、魅力ある職場づ

くり（雇用管理の改善）が実現している企業、職場（事業部・事業所等）（※3）が対象とな

ります。なお、取組については「生産性運動の三原則」（※4）の理念を踏まえていることが

前提となります。 
①労働生産性向上の取組 
②雇用管理改善の取組 
（１）大企業部門  （２）中小企業部門（※5） 
 

※3：ここでの職場は、事業部や事業所等の単位を意味し、全社だけでなく事業部・事業所等での応募 
  も可能です。その際、従業員数など数値を記載する箇所は全社あるいは、事業部・事業所単位の 

どちらかを明記してください。 
 
※4：生産性運動の３つの原則（①雇用の維持拡大、②労使の協力と協議、③成果の公正な分配）です。 

詳細は以下のとおりです。 
   
①雇用の維持拡大・・・生産性の向上は、雇用を増大するものであるが、一時的な過剰人員に対して

は、国民経済的観点に立って可能な限り配置転換その他により、失業を防止す
るよう官民協力して適切な措置を講ずるものとする。 

 
②労使の協力協議・・・生産性向上のための具体的な方法については、各企業の実情に即し、労使が協

力してこれを研究し、協議するものとする。 
 
③成果の公正な分配・・・生産性向上の諸成果は、経営者、労働者および消費者に、国民経済の実情に

応じて公正に分配されるものとする。 
 
※5：業種に関わりなく、常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主が対象。 
 



3 
 

３．応募資格 
 次の項目を満たしていることを応募資格とします。  
  ①日本国内に活動拠点があること。営利、非営利（NPO 等）の組織形態は問いません

が、官公庁・自治体等は除きます。 
②応募時点において、労働関係法令等に関して重大な違反がない※6 こと。コンプライ

アンス（公序良俗に反する事業を行っていない等）が遵守され、社会通念上表彰にふ

さわしくないと判断される問題がないこと。 
③第２次審査（現地審査）に進んだ場合に、責任者等によるヒアリングの受入が可能で

あること。 
④表彰を受けた場合に、取組内容が公表可能であること。 

  ⑤直近 6 か月において、月平均の法定時間外労働が 60 時間を超える労働者がいないこ

と。 
 

※6． 平成 29 年４月以降、応募するまでに下記 aを満たさない企業は応募できませ

ん。また、応募以降であっても、表彰までの間に aを満たさなくなった（又は満

たさないことが判明した）企業は表彰の対象となりません。 

また、下記 b,c を満たしていることが必要です。 

（応募用紙の「応募資格チェックシート」にてチェックしていただきます。） 

 

a．労働関係法令について以下に該当する企業ではないこと。 

(1)労働関係法令違反として罰金刑以上の刑が確定。 

(2)労働関係法令違反により送検され、この事実を厚生労働省から公表されている。 

(3)労働関係法令違反により行政処分を受けている。 

(4)労働関係法令に基づく公表制度により公表されている。 

(5)違法な長時間労働や過労死等が複数の事業場で認められた企業として、平成 29 年１月 20 日付け 

基発 0120 第１号厚生労働省労働基準局長通達「違法な長時間労働や過労死等が複数で認められた

企業の経営トップに対する都道府県労働局長等による指導の実施及び企業名の公表について」   

記３に基づく企業名の公表をされている。 

(6)労働関係助成金の不正受給を行ったことにより厚生労働省から公表されている。 

 

b．平成 30 年 6月 1 日において障害者法定雇用率を達成していること。 

   ※ただし、平成 30年 6月 1日現在において未達成であっても、応募時点で達成していれば表彰の対象となります。 

 

c．労働保険料等の滞納がないこと。 

※労働保険料等とは労働保険及び厚生年金保険、全国健康保険協会管掌健康保険、船員保険又は国民年金に係る 

保険料をいいます。 

※平成 28 年度、平成 29 年度及び平成 30 年度分の労働保険料等の滞納がなければ、cを満たすこととします。 

※ 企業と職場のいずれの応募であっても、企業全体を対象として労働関係法令違反の審査を行います。 
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４．評価項目 
 働きやすく生産性が高い企業・職場を、次の基準により審査いたします。 

①経営理念（方針・展開） 
②労働生産性の向上（付加価値向上と効率化）（※7） 
③雇用管理の改善（働きやすい・働きがいのある職場づくり）（※8） 
④組織成果（組織への好影響） 
 
※7：労働生産性の向上（付加価値向上と効率化）は、以下のように評価します。 

    
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
付加価値額の増加と労働投入量の効率化（働き方の見直し、労働時間の削減）で生産性は向上します。

これらの両立を図っていることが重要なポイントです。就業者数の削減によっても生産性の向上は可能

ですが、魅力ある職場作りという観点からは雇用の維持・増大が望まれます。 
 
 
 
※8：雇用管理の改善 
働きやすい、働きがいのある職場を実現していることを、以下のように評価します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
その他、評価項目の詳細は、添付資料２「評価項目の構成・内容」をご参照ください。 
なお、総合的に優れた企業のみではなく、いくつかの項目について、特に優れた特徴を持

つ企業等も表彰対象として選定されます。 
 
５．賞 
厚生労働大臣が「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」として最優秀賞（厚生労働大臣

賞）、優秀賞（職業安定局長賞）、キラリと光る取り組み賞（職業安定局長賞）を表彰します。 

１．採用・配置・人材育成（①採用・配置 ②人材育成・能力開発） 

２．評価・処遇（①処遇改善 ②均衡待遇・機会均等 ③人事評価） 

３．ダイバーシティ推進 

４．安全衛生、健康管理、福利厚生 

５．労使コミュニケーション 

１．付加価値の向上（新規事業開発、既存事業の価値向上、その他の取組等） 

２．効率化の推進（働き方の見直し、労働時間の削減、その他の取組等） 

 

労働生産性 ＝
労働投入量 (就業者数、または就業者×労働時間）

付加価値額
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６．審査委員会 

経営団体、労働団体、学識者等の組織の代表者で構成する企画審査委員会において、表彰企

業を選定します。 
 
７．審査結果発表 

平成 3１年１月上旬予定（表彰対象企業には直接ご連絡申し上げます） 
 
８．受賞企業の公表等 

① 受賞企業については、厚生労働省記者クラブを通じて、厚生労働省からプレス発表を行

います。受賞企業は、ホームページ・企業案内パンフレット・名刺等に「働きやすく生

産性の高い企業・職場表彰受賞企業」である旨および表彰事業のロゴマークを記載する

ことができます。 
② 平成 3１年 2 月 5 日（火）に表彰式を行います。 
③ 表彰式とあわせてシンポジウムを開催いたしますので、ご出席のご協力をお願いいたし

ます。 
④ 優良組織の事例集を作成し、団体、企業等へ配布します。また、厚生労働省のホームペ

ージ表彰事例を掲載、公開いたします。なお、公開内容については予めご確認いただき

ます。 
⑤ 厚生労働省が発行する広報誌で表彰事例を紹介することがあります。 
⑥ 新聞、雑誌等マスコミからの取材にご協力をお願いすることがあります。 

 
９．応募方法 

１．必要書類の入手 応募用紙を以下のホームページからダウンロードしてくだ

さい。 
「働きやすく生産性の高い職場のためのポータルサイト」 
ＵＲＬ：http://www.koyoukanri.mhlw.go.jp 

２．応募用紙への記入 応募用紙へ記入下さい。記入内容を分かりやすくするため

に、参考資料として労働生産性向上および雇用管理改善の

取組や成果を示すものがあれば添付してください。 
３．応募フォームから

の送付 
「働きやすく生産性の高い職場のためのポータルサイト」 
応募フォームから、応募用紙のファイルを添付のうえ、ご提

出ください。受付後、お電話もしくは E－mail 等にて事務

局より到着確認のご連絡をいたします。送付後、3 日程度た

っても連絡がない場合は恐れ入りますが、事務局までご連

絡ください。 
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１０．応募・問い合わせ先 

公益財団法人 日本生産性本部「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」事務局 
住所：〒102－8643 東京都千代田区平河町 2-13-12 
担当：杉村・春日・中川（淳）  
電話 03-3511-4006 E-mail seisansei-koyou@jpc-net.jp 
 (受付時間 平日 9：30～17：30) 

 
１１．応募締切日及び審査スケジュール 

平成 30 年  6 月 29 日 応募受付開始  
平成 30 年 8 月 31 日 応募締切日 
平成 30 年 9 月～ 第 1 次審査：書類審査 

・記載内容の確認、追加資料の提供依頼等をお願い

する場合があります。 
平成 30 年 10 月～11 月 第 2 次審査：現地審査 

・第１次審査（書類審査）を通過した企業・職場を

対象に幹部・関係者への現地ヒアリングを行います。 
・第 2 次審査を行う企業・職場に関しては、別途「労

働関係法令、コンプライアンスを遵守している旨の

確認書」、および「財務諸表」等の提出が必要です。 
平成 31 年 1 月上旬 最終選考：受賞企業決定    

・第２次審査の結果、最終選考を行い、各賞の受賞

企業・職場を決定します。 
平成 31 年 2 月 5 日 表彰式・シンポジウム 
※スケジュールは変更になる場合がございます。 

 
１２．留意事項 

① 提出いただいた資料、写真、データ等の返却はいたしませんので、あらかじめご了承く

ださい。 
② 審査内容に関するお問い合わせ、開示のご請求には応じられません。 
③ 提出いただいた文書等の著作権及び使用権は、厚生労働省に帰属するものとします。 
④ 応募に係る資料の作成や郵送費用等の経費については、応募者のご負担となります。 

 
１３．個人情報の取り扱い 

 応募者の個人情報は、審査及び運営に必要な範囲内で利用し、第三者へ提供することは一切

ありません。応募者の同意なく、利用範囲を超えて利用することはありません。 
  



働きやすく⽣産性の⾼い企業・職場(審査のポイント）
―   労働⽣産性向上と雇⽤管理改善の好循環モデル ―

働きやすく⽣産性の⾼い企業・職場表彰（審査ポイント）

働きやすく⽣産性の⾼い企業・職場は、労働⽣産性向上と雇⽤管理改善の好循環モデルが
実現しています。審査では、下記の3つのポイントから評価・検証を⾏います。

Point Ⅰ

Point Ⅱ

Point Ⅲ

⽣産性三原則の下、労働⽣産性向上と雇⽤管理改善を同時に実現している。

それらが経営理念上も⻑期⽅針として維持（担保）されている。

雇⽤管理の改善から⽣産性向上が実現する。また、⽣産性が向上すること
によって雇⽤管理の改善が図られている。この好循環により事業体の組織
成果（総合的な業績）に好影響を与えることができている。

⽣産性
三原則

経営
理念

組織
成果

雇⽤管理
改善

労働⽣産性
向上

【PointⅠ】

【PointⅡ】

【PointⅢ】

 第１次審査（書⾯審査）・第２次審査（現地訪問審査）の⽬的と概要
• 第１次審査では、上記３つのポイントについて、ご提出いただいた書類をベースに

審査を⾏い、１次審査通過企業・事業を選定します。
• 第２次審査では、書類では確認しきれない事項（例：取り組み詳細・組織への浸透

度等）についてヒアリングや実査を通じて確認・審査を⾏い、最終決定します。

添付資料 １



評価基準

（１）経営理念

(2-2)　雇用の維持・増大に取り組んでいるか

評価項目・基準、評価の視点

（２）労働生産性向上
（付加価値向上と

効率化）

１．評価項目・基準　　下記の項目について、企画審査委員会にて評価致します。

評価項目

取組が一過性のものではなく、組織的に継続して行われている。また、その取組が社員一人ひとりまで浸透す
ると同時に、取組自体の改善なども行われている。

(1-1)　中長期にわたって維持・追求される経営理念や経営方針があり、それらが、労働生産性向上や雇用管
理の改善を維持（担保）する内容となっているか。あわせて、雇用や人材育成の観点から経営理念で示されて
いるか。

(1-2)上記を従業員まで周知、浸透させているか

(3-1)　①人材の積極的採用や人材の定着に取り組んでいるか
　　　　②人材育成や能力開発に取り組んでいるか

(2-1)　付加価値の向上（「新規事業開発」、「既存事業の価値向上」、「その他」）に取り組んでいるか

(2-3)　効率化の推進（働き方改革、労働時間の削減等）に取り組んでいるか
　　　　（人員削減を行うものは除く）

２．評価の視点　　　（１）～（６）について下記の視点から評価をします

評価の視点

特筆すべき取り組みを行っているか

（３）雇用管理改善
（働きやすい・働きが
いのある職場づくり）

(3-3)　ダイバーシティ推進等に取り組んでいるか

（６）自由記述

(5-1)　取組の経営成果として以下が表れているか
　①イノベーション（新しい製品・サービス、ビジネスモデルの開発、新しい組織・システムの実現など）
　②顧客満足（顧客満足度の向上、ブランドの確立、新顧客の獲得、既存顧客の深耕・拡大など）
　③従業員満足（従業員満足度の向上、離職率の低下など）
　④組織活性化（従業員のモチベーションやチャレンジ精神の向上、能力向上、資格取得など）
　⑤人的資源への影響（就職希望者の質・量の向上、新卒・中途採用者の定着など）
　⑥地域社会への影響（社会的評価、地域貢献、地域経済団体活動、CSR活動など）

(3-2)　①処遇改善や適正な分配に取り組んでいるか
          ②均衡待遇や、機会均等に取り組んでいるか
          ③仕事の成果や納得性を高める、人事評価に取り組んでいるか

(3-4)　安全衛生、健康管理等の向上に取り組んでいるか

(3-5)　労使コミュニケーションの円滑化に取り組んでいるか

取組を進めることによって効果（成果）が表れており、その関係が確認できる。

（５）組織成果
（組織への好影響）

（４）体制
（仕組み・ルールづく

り）

効果性

継続性・浸透性

(4-1)　労働生産性の向上と雇用管理改善を定期的・継続的（振り返りや改善）に行うための、体制（仕組み・
ルール）を整備しているか

他社の模範（ベストプラクティス）となるような独自性のある取組が行われている。独自性

(5-2)　財務指標
(5-3)　雇用概況
　　　　①従業員の推移
　　　　②正社員の採用数・離職者数
　　　　③正社員１人あたりの労働時間（所定内・所定外）、年休取得
　　　　④正社員の平均勤続年数
(5-4)  労働生産性
(5-5)　応募資格確認指標
　　　  ①障害者雇用率
         ②直近6か月の法定時間外労働時間が最長の従業員の法定時間外労働時間

添付資料 ２


